
中山間地域等直接支払制度の取組事例

７ 担い手への農地集積を目標としている事例
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＜担い手への農地集積を目標としている事例＞

○基幹作業委託による農業生産活動の体制整備

１．集落協定の概要

市町村･協定名 北海道足 寄 郡 足 寄 町 北 斗 草 地 集 落 農 業 推 進 会 議
あしょろぐんあしょろちょう ほくとそうちしゅうらくのうぎょうすいしんきょうぎかい

協 定 面 積 田 畑 草地（100％） 採草放牧地
1,030ｈａ － － 牧 草 －
交 付 金 額 個人配分 0％
2,773万円 共同取組活動 集落管理体制に係る報酬、事務委託、会議費研修費 9％

（100％） 農業生産活動 農道明渠整備、周辺環境整備 13％
農業生産活動等の体制整備 土壌診断、土改材、堆肥散布 78％

協定参加者 農業者 14人、北斗草地集落農業推進会議（構成員14人）

２．集落マスタープランの概要

本集落は、粗飼料供給基地として位置づけられているが、組合員戸数が減少しており

余剰農地の有効活用が課題となっている。そのため、次の２点を重点項目に掲げて活動

に取り組むものとする。

１点目は土づくり農業の実践で、有機質の施用が不足していることや、協定農用地が

広大でることから、完熟堆肥施用とは程遠い実態であるため、コントラクターの活用及

び定期的な土壌分析に基づく完熟堆肥の施用を実施し、土地基盤に立脚した畜産経営を

推進する。

２点目は担い手の集積化で、基幹的農作業をそれぞれが担い、農作業の受委託組織が

確立されていないため、堆肥散布及び粗飼料収穫作業を農協のコントラクター事業に一

部委託し、担い手が規模拡大し易いように地域営農支援システムの構築を図って行く。

これらの重点項目を柱とした、集落の自律的な農業生産活動等の体制整備を図ること

により、実情に即した持続的な農業生産活動等の確立を目指して行く。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作･管理 広大な周辺林地と広大な デジタルオルソ画像を活用し保全
（草地 ） 牧草地が足寄らしい景観 マップ作成及び実践。1,030ha

を構成する。森林維持 ・鹿柵保守管理
個別対応・作業委託 ・農道保守管理

共同取組活動 ・堆肥散布等の共同作業

･作業道の管理 定期巡回 共同取組活動
･鳥獣被害防止対策 ・広大な放牧景観の提供
鹿柵設置保守管理 （北海道らしい広大な牧

草地景観を提供する。看 農作業の委託2.9km
大規模草地育成牧場鹿柵 板設置２基） 草地利用事業を実施し､粗飼料収

･ゴミステーションの設置 穫､土壌診断､土壌改良剤､堆肥散布12.6km
･農業用廃プラスチック適 をコントラに委託し､畜産農家の粗

共同取組活動 正処理の徹底 飼料確保と生産性の向上を図る。
350ha 50ha･粗飼収穫 ･堆肥散布

共同取組活動
共同取組活動

集落外との連携
集落は広大な牧草地（ ）を耕作管理しているので、受益者である不特定多数の組合員へ草地利1,030ha

用事業として収穫された粗飼料を供給し、組合員が生産した畜産物（生乳・肉牛）の資質向上を図る。
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３．取組の経緯及び内容

農協組合員の酪農、肉牛経営の規模拡大が進み、飼料収穫、堆肥散布などの基幹作業

の委託による生産体制の構築、低コスト化、省力化を目的に平成１２年に農協が草地利

用事業を実施していた牧草地を基に集落協定を締結し、草地管理を進め、組合員の畜産

経営を支援してきた。

また、平成１７年度からは、足寄農協が指定管理者制度に基づき足寄町大規模草地育

成牧場の管理委託を引き受けたことにより、当農業推進会議は、当該牧草地と既牧草地

を一体的に管理運営することとした。

これにより、家畜糞尿対策、資源循環型農業の推進を図るべく、家畜糞尿を堆肥とし

て草地へ還元し、良質な土づくりを進めると共に、分業化を支援し、担い手の安定的な

畜産経営を確立させる取組みを実施する。

更に、足寄町内でＷＲＣラリーが実施され多くの都市住民が訪れているため、良好な

牧草地景観を提供していく観点からゴミステーションの設置なども行いつつ、適正な牧

草地の維持管理を進めていく。

○農用地等保全マップ

・農道補修整備、鹿柵保守

管理、堆肥散布

･堆肥散布毎年 →目標150ha100ha
鹿柵保守管理 ｋｍ15.5
農道補修整備 ｋｍ1.4

・ 分の1のﾃﾞｼﾞﾀﾙｵﾙｿ画像に項目5000
を書込み

JAのコントラに堆肥散布を作業委託 対象農用地に堆肥散布し地力向上

［平成21年度までの取組目標］

○ 土壌診断により適切な完熟堆肥・土壌改良剤の施用
（土壌診断現況０点・目標100点完熟堆肥の施用600ha（協定農用地面積の60％ ））

○ 担い手の集積化（分業化支援 、草地管理基幹作業の委託）
（当初0ha、目標800ha （協定農用地面積の80％ ））
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＜担い手への農地集積を目標としている事例＞

○地域の担い手による集落営農を目指して

１．集落協定の概要

市町村･協定名 青森県三戸郡田子町 第２遠瀬
さんのへぐんたっこまち だい２とおせ

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

24.9ha 水稲・エン麦・枝 ー ー ー

豆・ニンニク等

交 付 金 額 個人配分 60％

199万円 共同取組活動 多面的機能増進活動費 8％

（40％） 水路・農道等の維持管理及び鳥獣害防止対策費 7％

交付金の積立・繰越（作業機械購入のため） 18％

その他経費（事務・会議・消耗品等） 7％

協定参加者 農業者 39人

２．集落マスタープラン及び農用地保全マップの概要

当集落は、五穀豊穣を祈る「虫追い祭り」や今年で２４年目となる「杉倉川祭り （イ」

ワナ、ヤマメのつかみ取り）が実施されるなど、地域住民間で連携を図る活動を実施して

いる。しかし、若年者の都市部への流出や高齢化が進むなど、地域の現状は、厳しい状況

である。

このことから、世代間交流を通じて高齢者が持っている様々な技術を次世代へ継承し、

非農家の協力を得ながら「村らしさ」を失うことなく集落を維持することため、協定締結

に至った。

【農用地保全マップの概要】

協定農用地内において、鳥類（カルガモ等）の被害が多いほ場（２．３ｈａ）を保護す

るため、防鳥テープを張ることとしている。

景観作物の植え付け 協定農用地
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［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 体制整備に向けた取組

鳥獣害防止対策

農地の耕作・管理 景観作物作付け 鳥害防止対策の実施

（田24.9ha） （景観作物としてｹｲﾄｳ 防鳥テープ等（約1.3km）

・ﾊﾟﾝｼﾞｰを農道・集会

個別対応 所及び憩いの広場に作 共同取組活動

付け、50m→200m）

担い手集積化

水路・農道等の管理 共同取組活動 営農組織で農作業受委託60.0

・水路2.0km、年３回 %以上に引き上げ（将来は営農

清掃、草刈り 組織を母体として集落営農組

・農道2.0km、年３回 織）

補修、草刈り 魚類・昆虫類の保護 魚（

の放流、ﾋﾞｵﾄｰﾌﾟの確保 共同取組活動

共同取組活動 （予定 ））

共同取組活動

農地法面の定期的な点検

（随時）

共同取組活動

４．取り組むべき事項の活動内容

集落マスタープランに定めた将来像に向かって、課題である担い手対策として、担い手

への集積化に取り組むこととしている。現在、協定農用地の５３％において実施されてい

る農業受委託を６０％以上に引き上げ、担い手を核とする営農組織により一層の農作業受

委託を進め、将来的には集落営農による農用地の保全の実現に向け取り組むこととしてい

る。

また、景観作物の作付けや魚類・昆虫類の保護に取り組み、集落内外の交流・連携を強

化し、地域の活性化を図ることとしている。

［平成21年度まで取り組む目標］

○ 担い手への農作業委託

営農組織へ農作業を委託

（目標：農作業受委託契約協定農用地の15.6haで実施（協定農用地面積の63％ ））

（現状：地域担い手委託面積13.2ha（協定農用地面積53% ））

○ 鳥獣害防止対策（防鳥テープを田2.3haを対象に約1.3km設置）

○ 景観作物（ｹｲﾄｳ・ﾊﾟﾝｼﾞｰ）を農道・集会所及び憩いの広場へ作付け。

現在農道沿いに50ｍ作付け、200ｍまで延長

○ 杉倉川の草刈り、ゴミ拾いを年３回実施（現在２回 。500ｍ）
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＜担い手への農地集積を目標としている事例＞

○認定農業者に農作業を受委託し農地集積３０％を目指す

１．集落協定の概要

市町村･協定名 青森県 十和田市 泉田
と わ だ し いずみだ

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

4.5ha 大豆・小豆・麦 ー ー ー

交 付 金 額 個人配分 45％

97万円 共同取組活動 担当者活動経費 5％

（55％） 水路・農道等の維持管理費 6％

共同機械購入費 31％

管理活動費 12％

その他（予備費） 1％

協定参加者 農業者 7人

２．集落マスタープラン及び農用地保全マップの概要

当集落は、地形的条件が不利なことから、農作業の効率も決していいとはいえず、農

業用施設の維持管理及び耕作放棄防止に向け農用地をどのように保全していくかが課題

であった。しかし、本制度の創設を受け、協定締結に向けた話し合いを進め、情報交換

や地域の連携強化を図り、農業用施設の維持管理を通じて、多面的機能の低下の防止に

取組んでいくために締結に至った。

新対策では、平成16年度に立ち上がった泉田地域営農組合の法人化を目指して、認定

農業者の育成や若者が就農できる環境を整えるため、オペレーター育成等を図り、集落

全体で取り組むこととしている。

農用地保全マップでは、担い手らが大豆、小豆、麦等で農作業受委託する対象農用地

を明確化するとともに、農道及び林地においては、草刈りなどの維持管理する箇所を明

示し、必要に応じて、定期的な管理時に農道への砂利敷き等の補修も行う。

農地法面の保全協定農用地
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［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 体制整備に向けた取組

生産性・収益の向上

農地の耕作・管理 田4.5ha 周辺林地の下草刈り （機械・農作業の共同化）（ ）

（約0.5ha、年1回） ブームスプレイヤ1台を共同購

個別対応 入・共同利用し病害虫防除を

共同取組活動 実施。

水路・作業道の管理 共同取組活動

・水路0.2km、年３回 加算措置への取組

清掃、草刈り 担い手集積化

・道路0.3km、年2回 草刈り 土地利用調整加算 認定農業者2名への農作業の委

（協定面積の30％以上） 託（協定面積の30％以上）

共同取組活動

共同取組活動 共同取組活動

農地法面の定期的な点検

（随時）

共同取組活動

３．取り組むべき事項の活動内容

担い手の育成に向けて、泉田地域営農組合の構成員の認定農業者２名に農作業委託

により協定面積の３０％以上を集積することとしている。

、 、 、また 泉田地域営農組合を基盤に 農業生産の効率化・低コスト化を図るとともに

機械の共同購入等を行い、生産物の有利販売を目指す。

さらに酪農家との連携を密にし、堆肥場の整備も検討しながら必要量の供給体制の

確立を目指す。

［平成21年度まで取り組む目標］

○ 機械・農作業の共同化

ブームスプレイヤを共同購入し、耕起、除草、薬剤散布する （現状：実績なし）。

○ 担い手への農作業委託

認定農業者へ農作業を委託（耕起、播種、病害虫防除）

（目標：協定農用地の３haで実施（協定農用地面積の30％以上 （現状：未実施）））

○ 多面的機能の持続的発揮

水路（0.2km 、農道（0.3km 、周辺林地（0.5ha）の草刈り、及び 農地法面の定期的点検等を行） ）

い、生産性の維持をしていく。
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＜担い手への農地集積を目標としている事例＞

○他集落と連携した農業生産活動の実践

１．集落協定の概要

市町村･協定名 岩手県岩手郡玉山村 日戸第３
いわてぐんたまやまむら ひのとだいさん

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

7.4ha 水稲、大豆、飼料 ー ー ー

作物、その他

交 付 金 額 個人配分 38.0 ％

156万円 共同取組活動 担当者活動経費（役員報酬･水路農道管理負担） 4.5 ％

62％ 水路・農道等の維持管理費（作業日当） 10.3 ％（ ）

体制整備に要する経費（景観作物苗代、水路道路補修費）8.5 ％

他集落と共同で田植機購入費 38.5 ％

事務費 0.2 ％

協定参加者 農業者 9 人

２．集落マスタープラン及び農用地保全マップの概要

当集落の協定農用地は全て急傾斜の農用地であり、高齢化、後継者の嫁不足、少子化等

々により、将来的に耕作放棄の発生や農業生産の維持が懸念される。また、農作物の価格

低迷により収益性が悪化している。

協定参加者のうち２戸は専業農家（うち１戸は認定農業者）であることから、集落の担

い手として位置づけ、高齢農家や兼業農家は担い手へ作業委託を行うとともに、他集落と

協力して農業機械を購入することにより経費の節減を図るなど、効率的な農業生産体制を

整備することとしている。

また、道水路や貯水池の管理については、集落内外で協力し、Ｕ字溝の敷設及び農道の

砂利敷き等を行う。

〈水路補修作業〉 〈道路補修作業〉
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［活 動 内 容］

）

集落外との連携

○近隣の日戸第１集落及び日戸第５集落と連携を図り、貯水池を管理する。

○他集落と共同で田植え機を購入する。

３．取り組むべき事項の活動内容

生産性・収益向上に係る取組みとして、生産コストを低減させるために、近隣の他集落

と共同で田植え機を購入し、共同利用する。また、水稲の作業については担い手への集積

を進める。

担い手育成に係る取組みとして、認定農業者を育成することとし、現在の１名から２名

へ増加させる。

多面機能の発揮に係る取り組みとして、近隣の他集落と連携し、集落の貯水池を管理す

ることとし、適切な管理による資源の保全に努める。

［平成21年度まで取り組む目標］

○ 担い手への作業委託：集落内の担い手へ農作業を委託

水稲 田 植 え：Ｈ17（ 0ａ）→Ｈ19（100ａ）→Ｈ21（250ａ）

収 穫：Ｈ17（150ａ）→Ｈ19（200ａ）→Ｈ21（250ａ）

乾燥・調整：Ｈ17（150ａ）→Ｈ19（200ａ）→Ｈ21（250ａ）

大豆 播種・収穫：Ｈ17（ 25ａ）→Ｈ19（ 50ａ）→Ｈ21（ 80ａ）

○ 認定農業者の育成：現在１名の認定農業者を２名にする

○ 近隣の集落（日戸第1、日戸第5）と連携して、貯水池を管理する。

農業生産活動等

（ ）農地の耕作･管理 田7.4ha

個別対応

多面的機能増進活動

周辺林地の下草刈り
（年1回）

共同取組活動

体制整備に向けた取組

（ ）機械・農作業の共同化
他集落と田植え機を共同購
入・共同利用し田植えを実
施（0ａ→250ａ 。）

共同取組活動

生産性・収益向上

水路・作業道の管理
・水路

清掃 年1回以上
草刈り 随時

・道路随時
簡易補修及び草刈り
随時

共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（随時）

担い手を中心に共同取組

景観作物の作付け(約1km)

共同取組活動
認定農業者の育成
（1名増加）

共同取組活動

担い手育成

（他集落等との連携）
用水池の管理する

共同取組活動

多面的機能の発揮

堆肥の施肥(約4ha)

共同取組活動
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＜担い手への農地集積を目標としている事例＞

○「魅力ある集落づくり」の構築を目指して

１．集落協定の概要

市町村･協定名 宮城県加美郡加美町 芋 沢
かみぐんかみまち いもさわ

協 定 面 積 田（95.5％） 畑(4.5%) 草地 採草放牧地

26.4ha 水稲 大豆・馬鈴薯 － －

交 付 金 額 個人配分 50％

461万円 共同取組活動 担当者活動経費 4％

50％ 水路・農道等の維持管理費 24％（ ）

集落マスタープラン実現に向けた活動経費 22％

協定参加者 農業者22人 非農業者3人 生産組織2 水利組合1

２．集落マスタープラン及び農用地保全マップの概要

芋沢集落は、薬莱山の北麓、鳴瀬川とに囲まれた自然豊かな集落である。平成12年度か

ら中山間地域等直接支払制度をスタートしたが、集落では既にその時点より、農地の保全

意識は高く、耕作放棄地は無かった。しかしながら、今後進んでいくであろう高齢化の波

に対応すべく、機械の共同利用や農作業の受委託による効率的運用を集落単位で考えると

ともに、農業基盤の整備や高付加価値農業（自然薯栽培）や多面的機能の持続的な活動を

行っていき 「魅力ある集落づくり」の構築を推進し、集落の連携強化、担い手の定着を、

目指し活動を行っていくこととした。

また、今回作成した農用地保全マップにおいては、今後、補修・改良及び保全が必要と

なる水路・農道の範囲を優先順位標記し、活動の中で重点的な目標として位置づけ、水路

については、U字溝の敷設による改良、農道については、敷砂利による補修を予定してい

る。

【炭窯】

【自然薯の栽培】
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［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 体制整備に向けた取組

担い手育成

農地の耕作・管理 周辺林地の下草刈り 生産組織へ農作業の委託

（田25.2ha 畑1.2ha） （年２回） （1.78ha→4.42ha）

個別対応 共同取組活動 共同取組活動

多面的機能の発揮

（ ）水路・農道等の管理 その他の活動 非農家・他集落等との連携

・水路 年2回 周辺林地の整備や炭焼きなど

清掃、草刈り 高付加価値農業 自然薯 の活動を集落全体で取り組む（ ）

・農道 年2回 栽培及び販売

草刈り

その他 災害後の見回り等 共同取組活動 共同取組活動

共同取組活動

炭焼き（炭窯）

地元イベントへの提供等

農地法面の定期的な点検

（年２回及び随時） 共同取組活動

共同取組活動

集落外との連携

○集落内の非農家３名と清掃及び周辺林地の草刈り・整備を連携して実施。高付加価

値農業や炭焼きなどの活動に対しても農家非農家を問わず集落全体で取り組む。

３．取り組むべき事項の活動内容

個人所有の農業機械は一部老朽化が進んでいることから、今後の更新などについて、

集落全体での調整を行いながら、機械の共同利用や生産組織への基幹的農作業の受委託

を推進し、農作業の効率化及び農業経費削減を図るとともに、高付加価値型農業への取

り組みとして、既に栽培している地名の由来にもなっている自然薯の加工品や新規作物

の導入を検討することとしている。

また、非農家等と連携して自然薯の栽培や農地の点検や道水路の管理を一体的に行う

こととしている。

［平成21年度まで取り組む目標］

○ 担い手への農作業委託：集落内の担い手・生産組織への農作業を委託を推進

（目標：基幹的農作業（1作業以上）を協定農用地の4.42ha(2.64ha(10%増))で実施

（現状：協定農用地の1.78ha）

○ 多面的機能の持続的発揮に向けた非農家との連携

非農業者３名以上

自然薯栽培、炭焼き、農地の定期点検や水路・農道等の管理
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＜担い手への農地集積を目標としている事例＞

○楽しみながら地域づくり

１．集落協定の概要

市町村･協定名 宮城県伊具郡丸森町 耕野芦沢
いぐぐんまるもりまち こうやあしざわ

協 定 面 積 田（73％） 畑（27％） 草地 採草放牧地

13.7ha 水稲 野菜、果樹等 － －

交 付 金 額 個人配分 30％

226万円 共同取組活動 担当者活動経費 7％

（70％） 水路・農道等の維持管理費 54％

多面的機能増進活動費 4％

その他（総会費等） 5％

協定参加者 農業者 25人 非農業者5人

集落マスタープラン及び農用地保全マップの概要２．

芦沢集落の現状は、沢沿いにある急峻な傾斜の農地がほとんどであり、湿田が多く作

業効率が悪い農地が多く見られる。また、集落内の農家の高齢化・兼業化が進んでいる

為、このままでは耕作放棄地が増える懸念がある。

そこで、前対策で復元した精米施設「ガッタリ」を利用し培った集落のまとまりの良

さや実績・経験等で、不安材料であった立地条件などを逆に生かして、無理せず、楽し

みながら地域づくりや農業を継続し、更には非農家や協定に参加していない農家と連携

して活動することや、担い手への農地集積や農作業受委託を推進し、集積対象者を核と

する農業生産活動等の体制整備を充実することを、目標に新対策に取り組むことになっ

た。

農用地保全マップの概要

・農地法面の崩落箇所の修復、水路の目地補修、農道等の敷砂利補修、作業道の設置

・排水改良などの簡易な基盤整備（山際の湧水による湿田対策として，暗渠の設置等）

〈共同作業による草刈〉 〈田植え体験〉
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［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 体制整備に向けた取組

担い手育成
農地の耕作・管理 景観作物作付け （担い手への農作業の委託）
（田10.0ha 畑3.7ha） （景観作物を水田、農道 現状:2ha→目標4.7ha

脇等に作付け） （担い手への農地集積）
個別対応 約20a 現状:0ha→目標0.9ha

共同取組活動 共同取組活動
水路・作業道の管理
・水路5.7km、年2回 多面的機能の発揮

清掃、草刈り 堆きゅう肥の施肥 （非農家等との連携）
・農道9.8km、 (稲わら交換) 道・水路清掃、景観作物作
簡易補修 4月 協定農用地約47％ 付け、各種農業体験の実施
草刈り 年2回

共同取組活動
共同取組活動 共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（年4回）

共同取組活動

○集落外との連携
直売所、加工グループと連携して農産物の販売、交流事業等を実施

３．取り組むべき事項の活動内容

集落マスタープランの実現のため、集落の中心的担い手（６名）に協定農用地の２０

％増加の農作業受委託及び利用権設定等を６％以上の増加を図ることとしている。

また、多面的機能の持続的発揮に向け、非農家５名等と連携して、道水路の清掃、景

観作物の作付け及び各種農業体験の実施をする。

［平成21年度まで取り組む目標］

○担い手への農作業受委託

（水稲４作業（耕起・代掻き・田植え・収穫）2.0ha→4.7ha（協定農用地34.3％ ））

○担い手への農地利用集積

（定農用地の０．９ｈａで利用権等設定0ha→0.9ha（協定農用地6.5％ ））

○多面的機能の持続的発揮に向けた非農家・他集落との連携

集落内の非農家５名と道水路の清掃、景観作物の作付け及び各種農業体験やイベントを通し、交流

人口の増加と移住者の受入れを推進し、活力ある地域づくりを実施する。

また、直売所や農産物加工グループのメンバーと連携を図り、協働する。そのほか、棚田等の有効

利用や「がったり花街道」の整備を実施する。
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＜担い手への農地集積を目標としている事例＞

○担い手の育成と農地集積の取組で集落の活性化

１．集落協定の概要

市町村･協定名 宮城県刈田郡七ヶ宿町 湯 原
かったぐんしちかしゅくまち ゆのはら

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

44.6ha 水稲・牧草・そば ー ー ー

交 付 金 額 個人配分 50.0 ％

380万円 共同取組活動 担当者活動経費 6.5 ％

（50％） 水路・農道等の維持管理費 17.5 ％

多面的機能増進活動費 5.5 ％

体制整備に要する経費 12.0 ％

町推進協議会負担金 8.5 ％

協定参加者 農業者36人 非農業者 8人

２．集落マスタープラン及び農用地保全マップの概要

中山間地域にあることから、高齢化が進み、また、子供が町外に出ていて、

跡を継ぐ見込のない兼業農家が多い。このままでは、農業生産が停滞するうえ

に、耕作放棄地が増加する懸念があることから集落の課題を踏まえ、担い手へ

の農地集積を強力に進めていくこととした。

【農用地保全マップの概要】

協定内の農道において、通行に支障がある箇所を重点的に砂利を敷く等、５年

間で計画的に補修していくこととしている。

共同作業による法面の草刈り
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［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 体制整備に向けた取組

担い手育成

農地の耕作・管理 周辺林地の下草刈り及び （認定農業者の育成）

（田44.6ha） 協定隣接耕作放棄地の刈 現在３名の認定農業者を４名

払い 以上に育成する。

個別対応 （約1.9ha、年1回） （担い手への農地集積）

担い手の利用権設定

共同取組活動 面積増加率

水路・作業道の管理 (13.6ha/44.6ha=30.5%)

・水路７路線、大雨時の見

回り、年2回清掃、草刈り 堆きゅう肥の施肥 共同取組活動

・道路６路線 ４月に補修 担い手を中心として堆き

年2回 草刈り ゅう肥の施肥を実施 多面的機能の発揮

（ ）(約11.1ha) 非農家・他集落等との連携

共同取組活動 道水路の草刈り及び清掃等

共同取組活動

共同取組活動

農地法面の定期的な点検

（年２回及び随時）

共同取組活動 加算措置の取組

土地利用調整加算

（13.6ha増加（30.5% ））

共同取組活動

非農家との連携

○集落内の非農家８名と農道や水路の清掃草刈り及び公園や河川の清掃草刈りを連携

して実施

３．取り組むべき事項の活動内容

現在、利用権設定面積は集落協定を締結する以前の約３倍の19.9haとなって

いるが今後も担い手に対し、積極的に農地利用集積を進め、山間高冷地の立地

条件を活かし、そば、えごま、山菜等を栽培し経営の安定を図る。また、高付

加価値を高めるための加工技術を身につけ、販売を促進し収益性を高めるため

の活動を実践する。

【加算措置への取り組み（土地利用調整加算 】）

平成２１年度の利用権設定等の目標面積は、協定面積の７５．１％の33.5ha

とし担い手への農用地集積の推進を強化する。

［平成21年度まで取り組む目標］

○ 担い手への農地利用集積化（土地利用調整加算）

利用権設定 19.9ha(現在44.6%)＋13.6ha(30.5%増加)＝33.5ha（協定面積75.1%目標）

○ 認定農業者の育成：現在３名→４名以上の認定農業者の育成

○ 多面的機能の持続的発揮に向けた非農家との連携

非農家８名と連携して、水路７路線（9.8ｋｍ ・農道６路線（7.3ｋｍ）の草刈り ・清掃及び）

周辺林地の草刈りを1.9ｈａを実施する。
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＜担い手への農地集積を目標としている事例＞

○集落ぐるみで担い手の育成と経営安定

１．集落協定の概要

市町村･協定名 宮城県黒川郡大和町 難波
くろかわぐんたいわちょう な に わ

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

36.4ha 水稲、そば － － －

交 付 金 額 個人配分 40％

658万円 共同取組活動 担当者活動経費 6％

（60％） 水路・農道等の維持管理費 12％

多面的機能増進活動費 7％

体制整備に要する経費 2％

交付金の積立（水稲収穫機購入） 16％

生産性向上・担い手定着費 11％

その他（事務費、会議費） 6％

協定参加者 農業者34人

２．集落マスタープラン及び農用地保全マップの概要

難波集落は、平成１２年度から平成１６年度までの５カ年間、前対策に取り組んできま

した。平成１７年度からの新対策では、集落協定の策定に当たり集落での話し合いの中で

基本的事項に加えて、担い手を集積対象者の核として農業生産活動等の体制整備を目指す

ことで決定し、集落協定の中で３０歳代の認定農業者２名を担い手として指名し、位置付

けた。

更に集落マスタープランでは、２名の担い手へ集落ぐるみで積極的に農作業の受委託を

、 。推進し 担い手の育成と経営安定を目指すことを集落の将来像として見据えることとした

農用地保全マップでは、補修・改良を必要とする水路５カ所（土砂上げ３カ所、土水路

へのＵ字溝設置１カ所、Ｕ字溝破損箇所の布設替え１カ所 、農道１カ所（敷砂利）を図）

示しています。また、農作業の受委託計画に基づき対象農地の着色を行い、年度毎の実績

の把握を行う。

〈蕎麦まつり状況 （自然薯掘り体験説明状況）〉
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［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 体制整備に向けた取組

担い手集積化

農地の耕作・管理 景観作物（ｻﾙﾋﾞｱ･ﾏﾘｺﾞｰﾙﾄﾞ） （農作業受委託）

（田36.4ha） 植栽 田植え、収穫、乾燥・調製

（農道等路肩に植栽） 4.3ha→11.8ha(増加率20.5%)

個別対応

共同取組活動

共同取組活動

水路・作業道の管理

・水路７km、清掃 年1回

草刈り年2回 その他の活動

・道路５km、年2回 草刈り

随時 簡易な補修 大型水稲収穫期の購入

共同取組活動 共同取組活動

グリーン・ツーリズムの導入

を目指して

農地法面の定期的な点検 （中山間地域農林業体験留学 オペレーターの育成確保

（年２回及び随時） 事業の実施） （研修会への参加）

共同取組活動 共同取組活動 共同取組活動

３．取り組むべき事項の活動内容

５年間の協定期間内の活動目標として、田植え、収獲、乾燥・調製の基幹的農作業

の受委託の年度別計画面積を定めた。５年間の増加面積は、７．４５ｈａ（増加率２

０.５％）を目指しており、協定認定時の実績面積４．３７ｈａを加えた場合の担い

手への集積化面積は１１.８haとなる。

また、共同取組活動経費の配分を６０％とし、農作業受委託に見合った作業能力を

有する大型水稲収穫機の購入を目指し積み立てることとしている。

［平成21年度まで取り組む目標］

○ そばの共同作付（17年度3.6ha）

○ 農業機械の共同化

水稲収獲機を共同購入、協定農用地の11.8haの刈取り作業を行う。

（現状：そば収獲機の共同購入）

○ 担い手への農作業委託

（目標：田植え、収獲、乾燥・調製を協定農用地の11.8haで実施（協定農用地の32％ ））

（現状：協定農用地の4.3ha（協定農用地面積12% ））

（増加面積 7.5ha（増加率20.5% ））
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＜担い手への農地集積を目標としている事例＞

○認定農業者へ農用地の集積を図る

１．集落協定の概要

秋田県北秋田市 阿仁戸鳥内市町村･協定名
きたあきたし あに ととりない

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

24ha 水稲、転作作物 － － －

交 付 金 額 個人配分 50％

494万円 共同取組活動 担当者活動経費 3％

（50)％ 体制整備に向けた活動経費 3％

水路・農道等の維持管理費 20％

農用地の維持・管理活動費 24％

協定参加者 農業者27人

２．集落マスタープラン及び農用地保全マップの概要

当集落は、旧阿仁町を流れる打当川上流の山間地の位置し、高齢化が進んでいる。

地域を守っていくため、中核となる担い手を育成し、地域の農用地を集積するととも

に、地域住民全員で担い手を補完する集落営農組織を設立することを目標に協定を締

結した。

担い手の育成については、認定農業者を 名増加する取り組みを展開し、地域全体2
が活性化し、生産性・収益が上がる取り組みとして、地元食材の山菜等を加工し、産

地直売施設等で郷土料理として販売する取り組みを実施することとしている。

農用地保全マップは、農業生産活動に支障がある農地法面、水路及び農道を明確化

し、 年間で水路（延長１ｋｍ）については 字溝及びコルゲートパイプの敷設を実5 U
施し、農道（延長３ｋｍ）については、計画的に砂利を敷くこととしている。

＜農道の整備＞ ＜草刈り作業＞
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［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 体制整備に向けた取組

農地の耕作・管理 周辺林地の下草刈り 生産性・収益向上
（田 ） （年２回） ･地場農産物等の加工・販売24ha

山菜等を地域特産品生産施
個別対応 共同取組活動 設で加工し、産地直売施設

等による郷土料理等での販
売

水路・作業道の管理 共同取組活動
・水路、

清掃、 年 回1
草刈り 年 回 担い手育成3

・道路、 ・認定農業者の育成
簡易補修 年 回 名→ 名1 3 5
草刈り 年 回2

共同取組活動
共同取組活動

担い手集積化
農地法面の定期的な点検 利用権設定により、農地の

(随時） 集積を図る
10ha 14ha現状 →目標

共同取組活動
共同取組活動

３．取り組むべき事項の活動内容

山菜等については、既に道の駅や温泉施設への販売をしているが、平成２１年度まで

には地元の食材を活かした郷土料理や直売に取り組む。

また、認定農業者を３名から５名に増加し、集落営農組織の設立に向けた体制整備の

構築を図ることし、農用地の利用集積の推進方策について検討を行うこととしている。

［平成21年度まで取り組む目標］

○ 地場産農産物の加工販売

山菜等を加工し、産地直売施設による郷土料理等での販売

○ 遊休農地等利用・遊休農地の解消と有効活用の話し合い。

○ 担い手への農用地利用集積の推進

○ 集落営農組織に関する先進地視察

○ 認定農業者の育成 3名→5名
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＜担い手への農地集積を目標としている事例＞

○認定農業者への集積を目指す

１．集落協定の概要

市町村･協定名 秋田県由利本荘市 滝
ゆりほんじょうし たき

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

31ha 水稲、転作作物 － － －

交 付 金 額 個人配分 50％

261万円 共同取組活動 担当者活動経費 3％

（50)％ 体制整備に向けた活動費 12％

水路・農道等維持管理経費 34％

積立・繰越 1％

協定参加者 農業者22人 水利組合1組合

２．集落マスタープランの概要

河川（芋川）の源流部に位置し小集落が点在する滝地区は、小規模農家がほとんど

である。そのため、農機具更新等の話し合いを行い、農業機械の共同利用・農作業の

共同化を推進するとともに、２名の認定農業者への農作業の受委託により、地域の農

業生産活動の継続や農地の保全を図れるよう地域一体で支援する目標を立て、取り組

むこととなった。

さらに、集落全体で転作対象農地の活用を検討し、団地化や機械の共同等により効

率的な農作業を行い農業経営の安定を目指すこととしている。

＜共同による防除作業＞ ＜協定農用地＞
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［活 動 内 容］
その他の活動農業生産活動等 多面的機能増進活動

農地の耕作・管理 周辺林地の下草刈り ・高付加価値型農業の推
（田 ） （年２回） 進（土づくり肥料の散布）31ha

・機械・農作業の共同化
個別対応 農機具の更新計画等に

共同取組活動 よる調整
・担い手への集積

水路・作業道の管理 農作業受委託により農
・水路、 景観作物作付け 地の保全

清掃、 年 回 (コスモス３００㎡作付)1
草刈り 年 回2

・道路、 共同取組活動 共同取組活動
簡易補修 年 回1
草刈り 年 回2

共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（随時）

共同取組活動

集落外との連携
○集落外の畜産農家と連携し牧草栽培等による農地の有効活用の検討。

３．取り組むべき事項の活動内容

協定参加者が耐用年数を経過している農業機械を所有していることから、各自から農

機具の更新計画を出し合い、農業機械の共同利用や農作業の共同化、さらには農作業受

委託を図り、効率的な体制整備を確立することとしている。

また、２名の認定農業者へ農作業受委託により農用地を集積し、地域の農業生産活動

の継続や農地の保全を図る。

さらに、当集落や他集落の畜産農家と連携して牧草栽培を計画する等、転作対象農地

の有効活用を検討し、農業経営をより一層安定する取り組みを展開する。

［平成21年度まで取り組む目標］

○ 周辺林地の草刈り（0.1ha年２回）

○ 景観作物作付け（協定農用地内の田にコスモスを300㎡植栽）

○ 高付加価値農業の推進（土づくり肥料の散布）

○ 機械・農作業の検討・推進

○ 担い手への農作業受委託の推進

○ 集落外の畜産農家と連携した農用地の有効活用の検討
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＜担い手への農地集積を目標としている事例＞

○豊かな耕地を集落全員の協力により守り、次の世代に継ごう

１．集落協定の概要

市町村･協定名 福島県伊達郡飯野町 大久保５区農事組合
だ て ぐ ん い い の ま ち おおくぼ５くのうじくみあい

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

3.2ha 水稲 － － －

交 付 金 額 個人配分 50.0 ％

66万円 共同取組活動 水路・農道等の維持管理費 29.1 ％

（50.0 ％） 担当者活動経費及び多面的機能増進活動費 12.0 ％

交付金の積立・繰越（用排水路修繕工事費等のため） 8.9 ％

協定参加者 農業者 16人（うち非対象農業者 9人）

２．集落マスタープラン及び農用地保全マップの概要

農家の高齢化により農用地の個人管理が困難になることが予想され、集落の将来像

を話し合った結果、耕地の適正な管理を集落全体の課題と捉え、次世代へつなげるこ

とを目標に活動を進めていくこととし、当集落では認定農業者の育成を図り農作業の

担い手への委託を図ると共に、集落の非農家とも共同しながら農地保全や周辺環境の

整備に努めることとするため協定を締結した。

また、協定農用地が10年後も優良な農地として利用されていることを目的に、土地

改良により整備された施設の機能維持を図るため、補修・改良が必要な農地法面、水

路、農道等の範囲を洗い出し、かつ、集落全体の連携を図るための景観作物の作付け

を実施する範囲を定め、それぞれ計画的に実践していくこととした。補修・改良につ

いては、排水路の目地詰めによる漏水補修と大雨などによる損壊箇所の補修、ため池

への流入土除去を行うこととした。

［活 動 内 容］

集落外との連携

○隣接する集落の住民と連携し、公共道路隣接地への花壇（花畑）の設置。

（ ）非農家・他集落との連携
道路・水路の管理及び景

観作物の作付け等

共同取組活動

多面的機能の発揮

景観作物作付け
（公共道路隣接地へ花壇の
設置）

共同取組活動

農地の耕作・管理
（田3.2ha）

個別対応

水路・作業道の管理
・水路 1.8㎞ （年１回）

清掃、補修
・道路 1.8km

草刈り 年3回
補修 年２回

共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（随 時）

共同取組活動

農業生産活動等 多面的機能増進活動 体制整備に向けた取組

認定農業者の育成
（1→2名以上）

共同取組活動

担い手育成
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３．取り組むべき事項の活動内容

担い手育成の取り組みとして、集落の中心的担い手となっている他集落の認定農業

者１名と集落内の認定農業者１名とともに、新たに認定農業者の増加（１名）を図る

ため、稲作作業の委託化や担い手への利用権設定を行うこととしている。

さらに、収益向上のため、集落一丸となって「堆肥を使っての土づくり」を進めつ

つ、稲作（田面積3.2ha）での特別栽培米化を目指す。

地域内の連携を図るため、共同活動に非対象農家９名の参加を促すと共に、隣接集

落の住民と連携した景観美化（花壇の設置）の取り組みを実践することとしている。

［平成21年度まで取り組む目標］

○ 景観作物の植え付け・・・・・・年間を通じた集落の景観形成（公共道路隣接地）

＊ ｻﾙﾋﾞｱ、ｹｲﾄｳ、ﾏﾘｰｺﾞｰﾙﾄﾞ、ﾊﾟﾝｼﾞｰ等

○ 認定農業者の育成・・・・・・・１名→２名

○ 集落内非対象農家９名との連携・道水路の管理及び景観形成活動への参加を推進

○ 集落外住民との連携・・・・・・隣接地での景観形成活動の実施

○ 高付加価値型農業の実践・・・・堆肥を使った稲作の実践（特別栽培米の検討）

〈農用地等保全マップ〉

〈 〉草刈り作業

〈水路清掃作業〉

〈景観作物の植え付け〉 〈景観作物の状況〉
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＜担い手への農地集積を目標としている事例＞

○担い手への農地集積と学校教育との連携を目指して

１．集落協定の概要

市町村･協定名 福島県いわき市三和町 渡戸
み わ ま ち わ た ど

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

16.0ha 水稲及び大豆 － － －

交 付 金 額 個人配分 － ％

128万円 共同取組活動 担当者活動経費 9.4 ％

（100.0 ％） 水路・農道等の維持管理費 55.4 ％

多面的機能増進活動費 18.8 ％

交付金の積立・繰越（災害対策及び研修事業のため） 16.4 ％

協定参加者 農業者 29人 生産組織1 水利組合2

２．集落マスタープラン及び農用地保全マップの概要

当集落の農家でも、就業者の高齢化や兼業化が進んでおり、集落機能や農用地の維

持・管理に関して、地区内の全農家（４５戸）が参加して組織する「渡戸営農改善組

合」において、更なる連携した積極的な取り組みの必要性を話し合った。その結果、

集落の将来像を見据えて、集落内の認定農業者（２名）を中心に活動している「渡戸

生産組合＝農作業受託組織」を集落の担い手と位置づけ、農業生産活動等や集落内の

連携を強化していくこととするため協定の締結を行った。

また、基盤整備を行った集落農用地全体（協定外を含む）の農地法面、水路、農道

等の補修・点検等（目地詰め等）を行うと共に、集落全体で転作実施に取り組み、同

時に担い手農業者の生産効率を高める取り組みとして、大豆による「転作ブロックロ

ーテーション （３年一巡の予定）を計画、実践することとした。」

〈
農
用
地
の
作
付
計
画
〉
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［活 動 内 容］

集落外との連携
○公共道路の草刈りを実施

３．取り組むべき事項の活動内容

生産性・収益向上の取り組みとして、生産組合（認定農業者２名を含むオペレータ

６名）による稲作農作業（耕起、田植え、収穫、乾燥・調製）の共同化の推進を図り

ながら、生産コストの抑制、共同作業の強化（労働力確保）を目指すとともに、同組

合における大豆ブロックローテーション生産による集落営農の取組を行う。また、生

産組合の活動を通して後継者の確保に努めるとともに、組織的な農地の集積化を図る

ことで認定農業者の１名増加を目指す担い手育成の取り組みを行うこととしている。

さらに、集落内の連携を図るため、生産性・収益向上に向けては協定外農用地を含め

た取組を行うことや、小学校等との連携による体験学習・農村体験事業を検討し実施

する予定であり、共同活動については他集落と連携した取組を行うこととしている。

［平成21年度まで取り組む目標］

○ 機械・農作業の共同化・・・各農家で所有しているコンバイン・トラクターを利用し、共同作業

面積を3ａ→60ａに拡大

○ 認定農業者の育成・・・・・現状2名→3名へ

○ 学校教育等との連携・・・・地元小学校等との連携による体験学習や農村体験事業の実施

学校教育等との連携）（

小学校等との連携による
体験学習や農村体験事業の
実施
（他集落との連携）
公共道路の草刈り実施

共同取組活動

多面的機能の発揮

（機械・農作業の共同化）
稲、大豆の農作業における
取組 ３ａ→６０ａ

共同取組活動

生産性・収益の向上
周辺林地の下草刈り

（年1～2回）

共同取組活動

景観作物作付け
（作業道及び農用地の法面
への草花は種）

共同取組活動

農地の耕作・管理
（田16.0ha）

個別対応及び
共同（生産組合）対応

水路・作業道の管理
・水路 年3回
泥上げ、清掃、草刈り

・道路 年3回
草刈り、簡易補修

共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（随時）

共同取組活動

農業生産活動等 多面的機能増進活動 体制整備に向けた取組

・認定農業者の育成
（2名→3名）
・農地の組織的な集積への
取組

共同取組活動

担い手育成

協定外農地の耕作・管理
（田12.0ha）

個別対応及び
共同（生産組合）対応

その他の活動
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＜担い手への農地集積を目標としている事例＞

○自然生態系保全への取り組み

１．集落協定の概要

市町村･協定名 岐阜県揖斐郡揖斐川町 北方第２工区
いびぐんいびがわちょう きたかただいにこうく

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

8.3 ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 0％

共同取組活動 農地法面・農道・水路の補修、改良 85％177万円

（100％） 農用地の維持・管理 15％

協定参加者 農業者 41人、営農組合 1(構成員9人)、学校 1(北方小学校3、5年生、41人)

２．集落マスタープランの概要

（１）集落の将来像

認定農業者を主とし、定年帰農者の指導と農用地の維持管理に努める。

（２）５年間の目標

①法面の足場を整備する。

②防除ヘリコプターが進入できないため農用地周辺の樹木を伐採する。

③自然生態系の保全のため、地元小学生によりカワニナを放流する。

④鳥獣害防止対策

⑤認定農業者と営農組合に利用権設定を行う。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産の体制整備

農地の耕作・管理（田8ha） 自然生態系の保全 農作業の受委託
・地元小学生によるカワ ・認定農業者と営農組合によ

個別対応 ニナの放流 り利用権設定を行う （5年。
・ホタル祭りの開催（年 で30％の増加）
１回）

水路・作業道の管理 共同取組活動
・水路 年２回除草 共同取組活動
・農道 年２回除草

農業生産活動の効率化
共同取組活動 ・除草における課題の払拭

共同取組活動
農地法面の定期的な点検
（随時）

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

北方第２工区は、揖斐川町の市街地から約４km北西に位置し、西部を流れる揖斐川沿

いに展開する扇状地である。ほ場は、大正年間の耕地整理により１０ha区画に整地され

たが、山裾は傾斜が急であり、大きな法面をつくりだしている。このため、高齢者によ

る除草は大変危険であった。この課題を解消するため、前期対策では交付金を活用し、

法面の中段に足場を整備した。このことによって、高齢者でも草刈りが容易となり、新

たな対策においても引き続き法面に足場を整備することとした。

また、地元小学生がカワニナを放流することによりホタルを増やすなど、自然生態系

の保全にも努めている。

今後は、このような取組以外に、認定農業者や営農組合に農地を集積（５年で30%の

増加）させることや鳥獣害の防止を行うことにより継続的な営農が行える体制を整備す

ることとしている。

○農用地等保全マップ

・農地法面、農道等の

補修・改良箇所の表示

・カワニナ放流箇所

・ホタル祭り開催所表示

・認定農業者、営農組合

との利用権設定目標

箇所表示

法面中段の足場 カワニナ放流風景

［平成21年度までの取組目標］

○ 高齢者でも草刈りを容易に行えるようにするため、大きな法面中段の足場を整備。

○ 地元小学生によりカワニナを放流し、ホタルを増やすことによる自然生態系の保全。

○ 認定農業者及び営農組合に農地集積（現状：0ha 目標：2.8ha）
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＜担い手への農地集積を目標としている事例＞

○集落を越えた取り組みを目指して

１．集落協定の概要

市町村･協定名 岐阜県下呂市 馬瀬
げ ろ し ま ぜ

協 定 面 積 田（85.5%） 畑（11.9%） 草地（2.6%） 採草放牧地
43ha 白菜等 ｲﾀﾘｱﾝｸﾞﾗｽ水稲

交 付 金 額 個人配分 0％
441万円 共同取組活動 鳥獣害防護対策にかかる費用の助成 16％

（100％） 農業施設の維持管理 24％
農用地の維持管理経費（利用権設定ほか） 55％
役員報酬 5％

協定参加者 農業者 219人、2生産組合（構成員28名）

２．集落マスタープランの概要

（１）集落の将来像

担い手への利用権設定などに取り組むことにより、継続的な農業生産活動が

行える体制を構築する。

また、耕作者のやる気を無くさないためにも効率的な獣害対策に努める。

（２）５年間の目標

①農業施設（水路・農道）の維持管理を共同取組により実施

②利用権設定の推進（５年間で１０件以上を目標）

③荒廃農地の管理を目的に草刈り又は花木の植栽

④獣害対策への取り組み（毎年１件以上を目標）

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理（田39ha、 景観作物の作付け 機械農作業の共同化
畑2ha、草地1ha） （春耕起0.3ha、春荒掻6ha、

共同取組活動 代掻7ha、田植え19ha、
個別対応 刈取28ha、秋耕起3ha）

共同防除（31ha）

共同取組活動
水路・農道の管理
・水路＝清 掃×1回

草刈り×2回 担い手への農作業の委託
・農道＝草刈り×3回 （刈り取り作業受委託面積70%

）現状の受委託面積28haを維持
共同取組活動

共同取組活動

鳥獣害防止対策の実施
（獣害防護柵の設置助成

）／年間１件以上

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

当地域は、現在、少子高齢化が進み後継者が不足しており、今後益々耕作放棄地の

発生しやすい状況にあることから 「馬瀬里づくり委員会」が中心となり担い手への農、

作業受委託による農地の維持管理を行う体制づくりに取り組む。

また、平成１６～１７年にかけて獣害被害が多く発生し、各個人による獣害防護柵の

設置が行われたが、対象の獣が防護柵未設置の農地に移動する状況となっている。

そこで、農地保全マップを用いて効率的な獣害対策にも取り組むこととしている。

○農用地等保全マップ

馬瀬地域農地保全マップ

（ ）１／９枚

種目、協定農地、協定外農地

農業施設（農道、水路）

耕作放棄地を表記

獣害対策が必要である箇所を

示してある

馬瀬里づくり委員会の会議

［平成21年度までの取組目標］

○ 担い手への農地の利用集積（５年間で10件以上）

○ 獣害対策の実施（年間１箇所以上の防護柵を設置）

○ 担い手への農作業の委託（現状28ha→目標28ha）
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＜担い手への農地集積を目標としている事例＞

○担い手に農地利用集積

１．集落協定の概要

市町村･協定名 滋賀県愛知郡愛荘町 松尾寺北
えちぐんあいしょうちょう まつおじきた

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
3.3ha 水稲・れんげ

交 付 金 額 個人配分 0 ％
26万円 共同取組活動 獣害防止柵設置に伴う維持管理 100 ％

（100％） ％
％

協定参加者 農業者 2人、 有限会社アグセス愛知（構成員4人）

２．集落マスタープランの概要

○将来像

農業生産法人に農地を集積する。

農業生産法人と地元が協議を行いながら効率的な営農が行えるよう獣害防止柵や農

道の管理を行う。

○５年間の目標

、 。耕作放棄地を発生させないよう 地元と農業生産法人の調整を行い利用集積を行う

月１回獣害防止柵の点検を交替で行う。周辺山林の伐採、除草作業を共同で行う。

○毎年のスケジュール

１～２年目 農地利用集積を70％以上にする

３～５年目 農地利用集積を85％以上にする

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田3.3ha 周辺林地の下草刈り 担い手への農地集積（ ）
（約500m、年2回） 農業法人への利用権設定

個別対応 現状：2.4ha →目標2.8ha
共同取組活動 (0.38ha(協定農用地の11.5%

増加)
水路・作業道の管理 農業法人への農作業受委託
・水路 清掃 現状0ha→目標0.5ha

・道路2.0km、年2回 草刈り (0.5ha(協定農用地の15.2%
増加)

共同取組活動
共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（随時） 認定農業者育成

（特定農業団体の育成）
現状：０ → 目標：１個別対応

共同取組活動

29



３．取組の経緯及び内容

農業への意欲はあったものの、集落営農組織は設立できず個々の農業経営を進めてきて

いたが、高齢化と後継者不足やイノシシや鹿の獣害も増加していることから営農意欲は減

退していた。そこで、平成１２年から協定を締結し、獣害対策の実施や農作業オペレータ

ーの募集等により営農組織を立ち上げる準備を進めている。

今対策では、集落による獣害防止電気柵の維持管理と周辺山林の伐採・除草と農作業の

効率化および品種の統一化を図るため農業生産法人に集約を図る。

また、湖東三山の一つ金剛輪寺の麓で通行道に面しており、観光シーズンにはハイキン

グ等でにぎわう場所であるため、景観保全に努めているところである。

○農用地等保全マップ

【マップの解説】

・農地の利用集積による作

業の効率化（ピンク：利

）用集積 黄色：個人農家

・獣害防止のための電気柵

（図面上農地の周囲）

獣害防止のための電気柵設置 農地の利用状況

［平成21年度までの取組目標］

○ 担い手への利用集積（当初2.4ha、目標2.8ha（協定農用地面積の85％（11.5%増加）

○ 獣害柵の管理、農地法面、水路、農道等の補修管理の継続

○ 認定農業者育成（目標 特定農業団体育成）
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＜担い手への農地集積を目標としている事例＞

○集落内の２生産組織を統合

１．集落協定の概要

市町村･協定名 島根県津和野町中座 門 林
つわのちょうなかざ かどばやし

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
11ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 50％
230万円 共同取組活動 役員報酬 4％

（50％） 道水路管理費 26％
先進地視察費 13％
共同利用機械購入費等 7％

協定参加者 農業者 22人 、生産組織1

２．集落マスタープランの概要

（１）将来像

集落の担い手である特定農業法人を設立し、法人と個々の農業者の農作業の役割分

担を明確にしながら、法人に対して農地の集積を進める。

（２）５年間の目標

集落内にある既存の営農組合とライスセンターの２組織を統合し、新たな営農組織

に対して農地の集積を進める。水稲以外の作物にも取り組み、転作田の有効活用や遊

休農地の解消に取り組む。

（３）毎年のスケジュール

○１年目 先進地視察、新たな組織設立に向け委員会を設置、遊休農地解消

○２年目 委員会において今後の方針の検討

○３年目 中核的農家の育成

○４年目 新たな営農組織の設立

○５年目 共同利用機械の整備、営農組織に対して基幹３作業の委託面積を現状より

％引き上げる。10

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作･管理(田 ) 周辺林地の下草刈り(約1.2ha､年 担い手への農作業委託11ha
1回） (集落の営農組織に基幹3

個別対応 作業を委託。現状3.6ha､
個別対応 目標4.7ha)

水路・作業道の管理 共同取組活動
･水路1.5km､年1回､清掃､草刈
･道路1.1km､年1回､草刈

電気牧柵管理(年2回及び随時)
共同取組活動

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

集落内に営農組合とライスセンターがそれぞれ１組織あり、農地の受託作業を行って

いるが、機械の老朽化やオペレーター不足に加え、水稲の作付け品種の偏りにより秋の

農作業に支障をきたしていた。新対策を契機に集落で話し合いを行った結果、法人化も

見据えた２組織の統合による新たな組織設立を目指し、これを集落の担い手と位置づけ

て農作業の委託を行っていくこととした。

また、高齢化に伴う労働力の減少が懸念される中、今後の農業生産活動維持のため、

集落の担い手である新たな営農組織と個別農業者の作業分担もあわせ行っていく。

○農用地等保全マップ

・鳥獣害防止対策が必要となる箇所

・遊休農地解消箇所について記載

平成21年度までの取組目標］［
○ 営農組織の設立

○ 担い手への農地の利用集積（当初3.6ha、目標4.7ha（協定農用地面積の51％ ））
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＜担い手への農地集積を目標としている事例＞

○集落の認定農業者を中心とした農地利用と農地集積

１．集落協定の概要

市町村･協定名 島根県邑智郡邑南町 日和横谷
おおちぐんおおなんちょう ひわよこたに

協 定 面 積 田（97％） 畑（3％） 草地 採草放牧地
8.5ha 水稲、野菜 りんご

交 付 金 額 個人配分 50％
174万円 水路･農道の維持管理･補修 5％

共同取組活動 鳥獣害防止対策 28％
（50％） 農業体験実習費 3％

共同機械積立 9％
その他 5％

協 定 参 加 者 農業者7人、学校

２．集落マスタープランの概要

１０年～１５年後はますます高齢化が進み、後継者がいない農家が大半となる。でき

るだけ農地を集積し、将来的には集落内の認定農業者をリーダーとした営農組織、機械

共同化を考える。

そのため、この５年間で機械の共同化の推進、鳥獣（猪）害防止対策、集落の酪農家

と連携した堆肥散布、耕作放棄地復旧や後継者のいない農地の集積等を行う。

また、学校と連携し、農業体験実習を行う。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作･管理 8.5ha 周辺林地の下草刈り 機械農作業の共同化（ ）
（トラクターの購入と共同利用推進)

個別対応 個別対応
共同取組活動

水路・作業道の管理 堆肥散布
･水路:年1回､清掃,草刈 （集落内酪農家と連携 担い手への農地集積
り,見廻り し堆肥散布を行う） （耕作放棄地や後継者のいない農地
･道路:年2回､草刈り を集落内の認定農業者へ集積する）

共同取組活動
共同取組活動 共同取組活動

加算措置としての取組等

耕作放棄地復旧加算
（集落内の耕作放棄地 ）0.6ha

共同取組活動

集落外との連携
○農業体験実習（学校と連携し、集落内農地を利用した農業体験実習を行う）
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３．取組の経緯及び内容

前回の協定からの継続協定である。協定内の認定農業者をリーダーとして、学校から

の農業体験実習の受け入れや集落の酪農家の協力で堆肥の散布を行っている。

また、集落内の後継者のいない農地や耕作放棄地を復旧しての農地集積にこの５年間

で取り組む。

○農用地等保全マップ

・水路の補修及び清掃を行う。

・電気牧柵の継続設置と農地周辺への拡張

を行う。

・耕作放棄地の復旧を行う。

耕作放棄地の復旧準備

［平成21年度までの取組目標］

○ 集落でのトラクターの共同利用の推進（当初：０ 、目標：１ （協定農用地面積の ％ ）ha ha 12 ）

○ 担い手への農地集積（目標：新たに （協定農用地面積の ％ ）0.8ha 10 ）

○ 既耕作放棄地の復旧（目標： の復旧と利用権設定（協定農用地の７％ ）0.6ha ）
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＜担い手への農地集積を目標としている事例＞

○認定農業者等担い手への農地集積

１．集落協定の概要

市町村･協定名 岡山県新見市大佐町 大井野上組
にいみしおおさちょう おおいのかみぐみ

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地

17.1ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 50.0％

199万円 共同取組活動 集落の各担当者の活動に対する経費 8.6％

（50％） マスタープランを実現するための活動に対する経費 5.0％

草刈等の集落の共同取組活動に要する経費 31.2％

その他（事務費等） 5.2％

協定参加者 農業者 23人

２．集落マスタープランの概要

(1)将来像

地域農業の核となる認定農業者３人に農地を集積し、集落の農地を維持していく。

(2)５年間の目標

（ ）・担い手への利用権設定等による農地集積 現状：1.97ha → 21年度目標：5.4ha以上

・近年、猿による被害が増加しており、先進地視察等を実施して早急に防止策を検討す

る。

(3)各年度毎の活動計画

１年目：農用地等保全マップの作成、農道・水路等の維持管理、イノシシ電柵補修

管理、既耕作放棄地の復旧作業（0.22ha）

２年目：猿害対策の先進地視察、農道・水路等の維持管理、イノシシ電柵補修管理

及び新設、利用権設定等の呼びかけ

３～５年目：担い手への利用権設定等実施、農道・水路等の維持管理、イノシシ電

柵補修管理

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作･管理(田17ha) 周辺林地の下草刈り(年1回) 担い手への利用権設定等
現状:1.97ha､目標:5.4ha

個別対応 共同取組活動
共同取組活動

水路・作業道の管理
･水路:年１回 清掃 加算措置としての取組等
･作業道:年２回 草刈り 協定に含めない農用地の保全管理
必要に応じて見回り ･年1回､草刈り､防除 規模拡大加算

担い手への利用権設定
共同取組活動 共同取組活動 等による農地集積

共同取組活動
農地法面の定期的な点検 鳥獣害防止対策
(随時) (防護柵の設置:1.5km 点検､補修)、

共同取組活動 共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

当集落は過疎、高齢化が著しく進んでいる地域で、このままではこれまで守ってきた

農地の荒廃が懸念される状況であった。

前期対策に取り組み、集落内の農地をみんなで維持していこうという気運が高まって

きたが、これまでのように自己管理していたのでは、農地を維持できないので、新対策

に移行する話し合いの中、地域農業の核となる担い手への利用権設定等を進め、担い手

を育成すると同時に集落の農地を守っていくという目標が定まり、集落全体で新対策に

移行することとなった。

また、集落内の農道・水路等の維持管理活動について集落内で話し合い、共同で維持

管理を行い農用地の荒廃防止に努めることとしている。

○農用地等保全マップ

【鳥獣害防止対策の実施 赤線：柵設置予定区域 青線：柵設置済区域】

用水路の保全管理作業】【

［平成21年度までの取組目標］

○ 担い手への利用権設定等 （現状：1.97ha 目標：5.4ha）

36



＜ ＞担い手への農地集積を目標としている事例

○非農業者との連携や耕作放棄地解消による集落環境整備

１．集落協定の概要

市町村・協定名 山口県柳井市 尾崎原
や な い し おさきばら

協 定 面 積 田(96.6%) 畑(3.4%) 草 地 採草放牧地
9.4ha 水稲 野菜・果樹 ― ―

交 付 金 額 個人配分 40％
154 万円 共同取組活動 担当者活動経費 5％

(60％) 農業生産活動等の体制整備に向けた活動等の経費 5％
鳥獣害防止対策及び水路、農道等の管理経費 20％
農用地の維持・管理活動経費 10％
多面的機能増進活動経費 20％

協 定 参 加 者 農業者 18人 農業生産法人 1組織 非農業者 3人

２．集落マスタープランの概要

①集落の将来像

非農業者等との連携による多面的機能増進活動と集落の実情に即した持続

的な農業生産活動等を行う

②５年間の目標

・農業者と非農業者が連携し、多面的機能増進活動である景観作物の作付け

を行う。

・地区の担い手である農事組合法人に利用権設定を５％行う。

・耕作放棄地を復旧し、担い手である法人へ農作業委託を行う。

【活動内容】
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作･管理 景観作物作付 多面的機能の持続的発揮
(田9.1ha、畑0.3ha) (菜の花:約0.3ha) に向けた非農家との連携

(非農業者と連携し､景観
個別対応 共同取組活動 作物を作付)

共同取組活動
）水路・作業道の管理 粗放的畜産(水田放牧0.26ha

･水路､年2回
清掃､草刈 共同取組活動 担い手への農地集積
･道路 年2回 （地区の担い手となる法

人に0.5ha（5％）実施)
共同取組活動 加算措置としての取組

共同取組活動
耕作放棄地復旧加算

農地法面の定期的点検 （集落の中心にある耕放棄地
(随時) を復旧し担い手である0.3ha

法人へ農業委託を行う）
個別対応

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

○当地区は経営体育成基盤整備事業の大里地区で基盤整備に取り組んでいる集

落であり、協定面積のほとんどが基盤整備を行ったばかりである。しかしな

がら、傾斜を有する地形条件のため畦畔が広く残ることとなり生産条件の不

利を補うため、本制度に引き続き取り組むこととなった。

○制度を活用し、基盤整備後の体制整備を進めるとともに既耕作放棄地につい

、 、 。ても 山口型放牧を活用し耕作可能な状況に復旧し 担い手への集積をする

○地区の担い手である農事組合法人と連携して農地を守っていくとともに、集

落に在住する非農業者とも連携し、景観作物の作付け等を行い、集落の環境

を良くしていくこととしている。

○農用地等保全マップ

・基盤整備の地区外の水路についても、補修を行う箇所を記す他、非農業者と連携して

多面的機能増進活動を行う箇所を示すなど、詳細な記述。

・集落協定として、将来的に地区の担い手である農事組合法人へ農地集積する箇所を明

確に示した （協定面積の５％）。

放牧前 放牧後

［平成21年度までの取組目標］
集落の中心にある耕放棄地0.3haを復旧し担い手である法人への農業委託を実施。○

○ 担い手への農地集積（当初0ha、目標0.5ha（協定農用地面積の5％ ）を実施。）
○ 集落協定への10%の非農家の参画を達成する。
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＜担い手への農地集積を目標としている事例＞

○美しい棚田の景観を守るため集落ぐるみで耕作放棄地を復旧

１．集落協定の概要

市町村･協定名 愛媛県東温市 井内中
とうおんし いうちなか

協 定 面 積 田（79％） 畑（21％） 草地 採草放牧地
14.2ha 水稲・野菜 野菜・シキミ

交 付 金 額 個人配分 50％
259万円 共同取組活動 体験農園活動費 2％

（50.0％） 鳥獣害の防止対策・電柵設置 20％
水路及び農道の保全管理 8％
先進地視察等 6％
積立金 14％

協定参加者 農業者20人

２．集落マスタープランの概要

。 、井内中集落は営農者の高齢化が進行し65歳以上の高齢化率が47％を占めている また

後継者の決まっていない農家戸数も集落全体の50％に達する状況である。

しかし、集落は美しい棚田の景観を有し、豊かな自然環境の中で営農活動を行なって

おり、水質も良く標高が高いために昼夜の温度差が大きいという米作りに適した地域の

ため昔から味の良い、県下でも有名な良質の三内米が生産されている。また、４月には

集落主催の牡丹祭りが行なわれ、多くの人が訪れにぎわっている。

このような美しい棚田の景観やきれいな水資源など多面的機能を次世代に伝えていく

ため、昔からの人情が豊かでお互い助け合いの精神があることを活かして、世代間で交

流を図ると共に、利用権設定や農作業の受委託による農地の維持・復旧に取組み活力の

ある集落を目指す。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作･管理 周辺林地の下草刈り等 ･担い手への農地集積､利用権
(田11.2ha、畑3.0ha) (1ha､年1回) の設定（0.65ha→1.5ha）

･農作業の受委託(0ha→1.4ha)
個別対応

個別対応
共同取組活動

景観作物の植付等( ､年 回)0.4ha 1
水路・作業道の管理
水路 清掃､草刈 年 回 共同取組活動 自然と農作業の体験学習2
農道 清掃､草刈 年 回2

西谷小学校の児童､保護者､教
共同取組活動 職員を対象とする

集落外との連携：地元小学校（東温市立 西谷小学校）と、農作業体験学習を通して連携を行う。
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３．取組の経緯及び内容

現在、認定農業者を育成し農地の利用集積や農作業の受委託を積極的に推進し、農地

を維持しているが、高齢化や担い手不足等により耕作放棄地も発生しているため、耕作

放棄地には景観作物や野菜等を作付けすると共に、将来そのような土地が発生しないよ

うに更に利用権の設定や農作業の受委託等を推進していく。

また、美しい棚田の景観や動植物等豊かな自然や水資源などの多面的機能を次世代に

伝えていくため、小学生やその保護者を対象として農作業体験（田植え、草取り、稲刈

等）や収穫祭並びに自然学習会を開催し農作業の苦労や楽しさ・食の大切さを伝えてい

く。

以前から行なっている牡丹祭りを活かして、非農家との交流を深め地域の活性化を図

ると共に、集落営農や生産性の向上を目的として年１回先進地視察研修及び意見交換会

を実施し、世代間の意思の疎通を図ることなどを行なってい。

○農用地等保全マップ

茶色は利用権設定農用地を示す

グリーンは農作業受託農用地を示す。

ピンクは体験農園を示す。

黄色は耕作放棄地復旧予定農用地

赤枠は電柵設置範囲を示す。

耕作放棄地の復旧作業の様子 耕作放棄地の復旧後の様子

［平成21年度までの取組目標］
○ 担い手を育成し0．65haある担い手の利用集積面積を1.5haに増加
○ 担い手にへの農作業の受委託面積を0.8haに増加
○ 西谷小学校の児童や保護者を対象とした自然と農作業の体験学習を実施
○ 耕作放棄地（0.4ha）には景観作物や野菜等を作付け
○ 鳥獣害の被害が発生している農地に対して電気牧柵を設置
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＜担い手への農地集積を目標としている事例＞

○僧都地区の活性化へ向けた取り組み

１．集落協定の概要

市町村･協定名 愛媛県南宇和郡愛南町 僧都
みなみうわぐんあいなんちょう そ う ず

協 定 面 積 田（97％） 畑（3％） 草地 採草放牧地
24.7ha 水稲、野菜 野菜

交 付 金 額 個人配分 50 ％
513万円 共同取組活動 農地法面、農道、水路の点検及び修繕 44 ％

（50％） 多面的機能増進活動（景観作物の植栽、集落行事等） 5 ％
生産性向上（集会・研修会等） 1 ％

協定参加者 農業者 46人、非農家 5人

２．集落マスタープランの概要

集落での高齢化や後継者不足が深刻な問題となる中、集落の基幹作物でもある水稲以

外の作物について、町農業支援センター等と情報交換を行い、個々の経営能力の向上に

努めていく。そして、地域農業の核となる認定農業者等担い手の育成に努め、集落全体

で作業受委託等の農地保全に向けた取組を行っていく。また、小学校と連携し、僧都川

の水資源（ビオトープ）の保全にも努めていく。

［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田24.1ha 周辺林地の下草刈り 農作業の受委託（ ）

畑 0.6ha （約2.0ha、年2回） （高齢化、後継者不足農家につ（ ）

いては、集落で話し合い、集落

個別対応 個別対応 内で維持管理を行う ）。

共同取組活動

水路・作業道の管理、修繕 ○景観作物作付け

・水路3.0km､年2回､清掃､草 （ボランティアグループ

刈り､修繕 と連携し、県道脇や休耕 担い手への農作業の委託

・道路3.0km､年2回､草刈り 地に景観作物を作付） （集落の認定農業者に収穫作業

○小学校や非農家と連携 を1haを委託目標）

共同取組活動 し、僧都川の水資源の確

保を行う （ビオトープの 共同取組活動。

保全）

農地法面の定期的な点検

（年２回及び随時） 共同取組活動

共同取組活動

集落外との連携
○集落内の農家に農作業委託等ができない場合には、集落外の農家との連携を図り、農作業委
託等を推進する。
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３．取組の経緯及び内容

近年の人口の減少等で失われつつあった集落行事や景観を事業を機に見直し（再

発見）を行い、後世へ残すための活動を集落で話合い実践していくこととした。

・地元のボランティアグループと連携し、景観作物等の植栽を行っていく。

・集落内での定期的な会合等により、集落内の農地の状況把握と担い手等の掘り起こ

しを協議し、担い手への農地の集積等も円滑に行っていく。

・小学校や非農家等と連携し、僧都川クリーン作戦等の環境整備を行い、併せてアマ

ゴの放流も実施し、ビオトープの保全に努める。

○農用地等保全マップ

・基幹集落道を中心とした集落環境

整備

・僧都川を中心とした水環境整備

景観作物等の植栽 県道及び農道等の草刈

集落行事（伊勢踊り）の保存 集落内の用水路の補修

［平成21年度までの取組目標］
○ 非農家と連携し集落環境の保全に努め、基幹集落道の維持管理と景観作物の植栽を行う
○ 学校と連携し、僧都川のビオトープの保全を図るため、僧都川クリーン作戦やあまごの放流を実施
していく。

○ 高齢化、担い手不足による耕作放棄地増大の防止するため、定期的な集会等で集落内農地の状況把
握に努めるとともに新規就農者及び認定農業者の確保に努める。
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＜担い手への農地集積を目標としている事例＞

○花菖蒲で耕作放棄地の復旧

１．集落協定の概要

市町村･協定名 福岡県甘木市 安 谷
あまぎし やすたに

協 定 面 積 田 畑 草地 採草放牧地(57.2％) （42.8%)
10.5ha 0 0水 稲 梨・栗・野菜

交 付 金 額 個人配分 50 ％
178万円 共同取組活動 役員報酬 15 ％

（50％） 水路・農道等の維持管理等に要する経費 15 ％
その他 20 ％

協定参加者 農業者 17 人

２．集落マスタープランの概要

○集落における将来像

本集落にあっては、過疎化・高齢化により、悪条件の農地は林地化が進み、加えて耕

作放棄の農地が散見される状況にある。今後は、このような耕作放棄地を復旧し、景観

作物等を作付けすることにより多面的機能を増進する活動を行うとともに、担い手への

農作業を委託することを推進する。

○５年間の目標

①花菖蒲の作付による耕作放棄地の復旧

②高付加価値型農業の実践

③担い手への農作業の委託を推進

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作･管理 周辺林地の下草刈り 高付加価値農業の実践
(田6.0ha･畑4.5ha) （約0.5ha、年1回） (梨の減農薬栽培(ｴｺﾌｧｰﾏｰ)を

（ 、 ）実施 現在0ha 目標0.5ha)
個別対応 個別対応

共同取組活動

）水路・農道の管理 景観作物作付(菖蒲:約0.2ha
･水路2.9km､年1回､清掃､草刈 担い手への農作業の委託
･道路3.0km､年2回､草刈 共同取組活動 （集落の認定農業者に収穫作

業を委託。目標1ha）

共同取組活動 加算措置としての取組等 共同取組活動

耕作放棄地復旧加算
農地法面の定期的な点検 （耕作放棄地約0.4haを復旧
(年2回及び随時) し花菖蒲を栽培）

共同取組活動 共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

本集落は、山腹を開墾した梨園があり高木梨の産地である。従来より集落内の結びつ

きは強く、共同で農道等の管理を行ってきていた。

前期対策においては、集落内の担い手を中心として、水路・農道の管理、農地法面の

崩壊を未然に防止するため定期的な点検を行ったり、農地に隣接した周辺林地の下草刈

り等を行うなどの農業生産活動等の取り組みに加え、景観作物として花菖蒲の作付けに

よる多面的機能を増進する活動を実施した。

これらの活動により一定の効果がみうけられたものの、今後はさらに高齢化が懸念さ

れることから、平成１７年度からは担い手への農作業の委託を推進の取り組みを行うこ

とを中心とした集落協定の締結を行った。また、高木梨の産地でもあることから、ブラ

ンド化に向け減農薬栽培の取り組みを実施することとした。さらに、前期対策で特に効

果のあった景観作物の作付については、耕作放棄地の復旧跡地に花菖蒲を作付けするこ

とで、より効果的に農地の保全に取り組むこととしている。

○農用地等保全マップ

(赤枠で橙色)・農道･水路等の補修

・耕作放棄地の復旧(黄緑色)

・高付加価値農業の実践(黄色)

・担い手への農作業の委託(水色)

水路管理作業風景 法面管理作業風景

［平成21年度までの取組目標］

○ 高付加価値型農業の実践(梨)（当初0ha目標0.5ha（協定農用地面積の5％ ））

○ 担い手への農作業の委託（当初0ha、目標1ha（協定農用地面積の10％ ））

○ 耕作放棄地の復旧（当初0ha、目標0.4ha）
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＜担い手への農地集積を目標としている事例＞

○草地の効率的な活用による耕畜連携の推進

１．集落協定の概要

熊本県阿蘇郡南阿蘇村 下野牧野市町村･協定名
みなみあそむら しものぼくや

協 定 面 積 田 畑 草地（100％） 採草放牧地
22 ha 牧草

交 付 金 額 個人配分 0％
146万円 共同取組活動 機械の維持管理費 30％

（100％） 牧野の肥料代、衛生費、草地の更新 50％
牧道、牧柵の更新、新設 20％

協定参加者 下野組合（構成員13人）

２．集落マスタープランの概要

当集落は、稲作＋繁殖牛の複合経営を中心とした専業農家と兼業農家によって構成さ

れている。このため、繁殖牛の経営のコストダウンを図り、飼養頭数の増頭を図るため、

今後５年間の活動計画を実施することとしている。

・ 草地の雑草侵入及び雑草増殖を防止する為、新規就農者を中心とした担い手による作

業受託組織を設立する。

・ 放牧期間の延長を図るため、水田転作を利用した飼料を給与する。

・ 水田転作による飼料増産を図るため、作業受委託組織による飼料作付け、収穫を拡大

する。

・ 別の牧野組合と当組合との協議を推進し、放牧地としての賃貸を図ることで、牧草地

の荒廃を防止する。

・ 米の価格低迷による所得の減収分を補填するため、飼料増産・繁殖牛の増頭を行い、

畜産部門での所得の増収を図る。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作･管理(草地 ) 周辺原野の雑草駆除等 機械農作業の共同化（収穫、22ha
調整の共同利用100%実施）

作業受託組織対応 共同取組活動
共同取組活動

作業道の管理 加算措置としての取組等
牧道 、年 回補修改修 認定農業者の育成4km 1

規模拡大加算 （現在７名 目標１名増加）
共同取組活動 (担い手を中心とした受託組

織による農作業受託 ) 共同取組活動22ha

他の牧場組合との連携による 共同取組活動
未利用原野の活用

共同取組活動
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３．取組の経緯及び内容

これまで、下野集落では稲作作業においてミニライスセンターを設置し、稲刈、乾燥、

調整、出荷の受託作業を行い、水稲作の低コスト化を図るとともに、転作田を活用した

施設園芸等の取り組みによる経営の安定化を図ってきた。

当協定では、草地の基幹作業を担い手となる生産組織に受託することにより、草地の

効率的な活用と繁殖牛の頭数の増頭を図り、畜産農家の所得向上につなげるとともに、

草地を含めた原野の環境維持に努めることとしている。

また、耕畜連携推進に努め、水田の荒廃を防止し、新規就農者を中心とした飼料の受

託組織化を図り、中山間地農地の維持管理能力の強化を図る。

○農用地等保全マップ

・担い手を中心とした維持管理作業受託組織

が雑草駆除及び収穫を受託する範囲を記入

雑草混入した原野の草地改良風景

［平成21年度までの取組目標］
○ 集落での大型機械の共同利用による営農の効率化・低コスト化の維持（22ha（協定農用地面積の100％ ））
○ 新規就農者（担い手）中心による、牧野の維持管理作業受託組織化
○ 維持管理作業受託組織による、原野の維持管理、収穫(協定農用地の100％を目標)
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